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財務状況

単体情報

当行の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につきましては、金融商品取引法第
193条の2第1項の規定に基づき新日本有限責任監査法人の監査証明を受けております。次の中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株
主資本等変動計算書は、上記の中間財務諸表に基づいて作成しております。

■中間貸借対照表
（単位：百万円）

区分 平成25年度中間期末
（平成25年9月30日）

平成26年度中間期末
（平成26年9月30日）

資産の部

現金預け金 169,435 200,416

コールローン 50,000 6,094

買入金銭債権 5,193 4,089

特定取引資産 2 9

金銭の信託 463 446

有価証券 647,758 645,842

貸出金 1,245,341 1,311,430

外国為替 3,371 2,983

その他資産 4,630 10,584

　その他の資産 4,630 10,584

有形固定資産 24,147 24,295

無形固定資産 2,231 1,894

繰延税金資産 1,246 ―

支払承諾見返 12,070 12,782

貸倒引当金 △ 15,369 △ 13,054

資産の部合計 2,150,522 2,207,814

区分 平成25年度中間期末
（平成25年9月30日）

平成26年度中間期末
（平成26年9月30日）

負債の部

預金 1,933,174 1,983,003

譲渡性預金 26,820 15,765

コールマネー 14,173 16,417

債券貸借取引受入担保金 5,021 14,653

借用金 15,740 15,553

外国為替 112 122

その他負債 23,861 26,158

　未払法人税等 1,607 836

　資産除去債務 258 252

　その他の負債 21,996 25,069

賞与引当金 662 667

退職給付引当金 14,008 12,853

睡眠預金払戻損失引当金 251 191

繰延税金負債 ― 100

再評価に係る繰延税金負債 4,722 4,720

支払承諾 12,070 12,782

負債の部合計 2,050,620 2,102,990

純資産の部

資本金 16,062 16,062

資本剰余金 11,374 11,374

　資本準備金 11,374 11,374

利益剰余金 53,625 57,878

　利益準備金 14,926 14,926

　その他利益剰余金 38,698 42,952

　　別途積立金 32,800 36,800

　　固定資産圧縮積立金 137 236

　　繰越利益剰余金 5,760 5,915

自己株式 △ 1,219 △ 1,221

株主資本合計 79,842 84,093

その他有価証券評価差額金 12,380 13,001

土地再評価差額金 7,604 7,601

評価・換算差額等合計 19,985 20,603

新株予約権 73 127

純資産の部合計 99,901 104,824

負債及び純資産の部合計 2,150,522 2,207,814
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■中間損益計算書
（単位：百万円）

区分 平成25年度中間期
（自　平成25年4月1日　至　平成25年9月30日）

平成26年度中間期
（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

経常収益 22,277 20,479

資金運用収益 13,193 12,974

（うち貸出金利息） （9,712） （9,464）

（うち有価証券利息配当金） （3,367） （3,347）

信託報酬 1 1

役務取引等収益 3,181 3,226

特定取引収益 118 29

その他業務収益 4,981 3,657

その他経常収益 800 588

経常費用 17,180 16,158

資金調達費用 616 680

（うち預金利息） （472） （514）

役務取引等費用 1,540 1,592

その他業務費用 2,473 1,472

営業経費 12,095 12,265

その他経常費用 453 147

経常利益 5,096 4,320

特別利益 ― 152

固定資産処分益 ― 152

特別損失 227 37

固定資産処分損 11 10

減損損失 216 26

税引前中間純利益 4,868 4,435

法人税、住民税及び事業税 1,615 931

法人税等調整額 △ 107 378

法人税等合計 1,507 1,309

中間純利益 3,360 3,126
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■中間株主資本等変動計算書
平成25年度中間期（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）� （単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金 固定資産圧縮積立金 繰越利益剰余金
当期首残高　 16,062 11,374 11,374 14,926 31,800 137 3,774 50,638
当中間期変動額
剰余金の配当 △ 500 △ 500
中間純利益 3,360 3,360
自己株式の取得
自己株式の処分 △ 4 △ 4
別途積立金の積立 1,000 △ 1,000 ―
土地再評価差額金の取崩 130 130
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額)

当中間期変動額合計 ― ― ― ― 1,000 ― 1,986 2,986
当中間期末残高 16,062 11,374 11,374 14,926 32,800 137 5,760 53,625

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 1,231 76,844 13,674 7,735 21,409 36 98,291
当中間期変動額
剰余金の配当 △ 500 △ 500
中間純利益 3,360 3,360
自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0
自己株式の処分 12 8 8
別途積立金の積立 ― ―
土地再評価差額金の取崩 130 130
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額) △ 1,293 △ 130 △ 1,424 37 △ 1,387

当中間期変動額合計 11 2,998 △ 1,293 △ 130 △ 1,424 37 1,610
当中間期末残高 △ 1,219 79,842 12,380 7,604 19,985 73 99,901

平成26年度中間期（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）� （単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金 固定資産圧縮積立金 繰越利益剰余金
当期首残高　 16,062 11,374 11,374 14,926 32,800 137 6,853 54,718
会計方針の変更による
累積的影響額 698 698

会計方針の変更を反映した
当期首残高 16,062 11,374 11,374 14,926 32,800 137 7,552 55,417
当中間期変動額
剰余金の配当 △ 667 △ 667
中間純利益 3,126 3,126
自己株式の取得
自己株式の処分 △ 0 △ 0
別途積立金の積立 4,000 △ 4,000 ―
固定資産圧縮積立金の積立 98 △ 98 ―
土地再評価差額金の取崩 2 2
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額)

当中間期変動額合計 ― ― ― ― 4,000 98 △ 1,637 2,461
当中間期末残高 16,062 11,374 11,374 14,926 36,800 236 5,915 57,878

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 1,220 80,934 12,480 7,604 20,084 73 101,092
会計方針の変更による
累積的影響額 698 698

会計方針の変更を反映した
当期首残高 △ 1,220 81,633 12,480 7,604 20,084 73 101,791
当中間期変動額
剰余金の配当 △ 667 △ 667
中間純利益 3,126 3,126
自己株式の取得 △ 1 △ 1 △ 1
自己株式の処分 0 0 0
別途積立金の積立 ― ―
固定資産圧縮積立金の積立 ― ―
土地再評価差額金の取崩 2 2
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額) 521 △ 2 518 53 572

当中間期変動額合計 △ 0 2,460 521 △ 2 518 53 3,033
当中間期末残高 △ 1,221 84,093 13,001 7,601 20,603 127 104,824
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■注記事項（平成26年度中間期）
（重要な会計方針）
１.	 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
		  金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る
短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下、
「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準
とし、中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計
上するとともに、当該取引からの損益を中間損益計算書上「特定取引
収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

		  特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等
については中間決算日の時価により、先物・オプション取引等の派生
商品については中間決算日において決済したものとみなした額により
行っております。
		  また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間会計期
間中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前事業年度末
と当中間会計期間末における評価損益の増減額を、派生商品について
は前事業年度末と当中間会計期間末におけるみなし決済からの損益相
当額の増減額を加えております。

２.	 有価証券の評価基準及び評価方法
	 ⑴		 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式について
は移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として
中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動
平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認
められるものについては移動平均法による原価法により行っており
ます。

				   なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法
により処理しております。

	 ⑵		 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行って
おります。

３.	 デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
		  デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く。）の評価は、時価
法により行っております。

４.	 固定資産の減価償却の方法
	 ⑴		 有形固定資産
				   有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取

得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用し、
年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

				   また、主な耐用年数は次のとおりであります。
					    建　物：3年～60年
					    その他：2年～20年
	 ⑵		 無形固定資産
				   無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）
に基づいて償却しております。

５.	 引当金の計上基準
	 ⑴		 貸倒引当金
				   貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとお

り計上しております。
				  「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金

の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員
会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債
権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々
の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。破
綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要
と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相
当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証
による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。

				   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の
協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しております。

	 ⑵		 賞与引当金
				   賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に

対する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間に帰属する額を計
上しております。

	 ⑶		 退職給付引当金
				   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会
計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間
会計期間末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準
によっております。なお、過去勤務費用、数理計算上の差異の損益
処理方法は次のとおりであります。

　　　過去勤務費用：	�その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定
の年数（５年）による定額法により損益処理

　　　数理計算上の差異：	�各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（５年）による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の翌事業年
度から損益処理

	 ⑷		 睡眠預金払戻損失引当金
				   睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、

預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

６.	 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
		  外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付し
ております。

７.	 リース取引の処理方法
		  所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日
が平成20年４月１日前に開始する事業年度に属するものについては、
通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

８.	 ヘッジ会計の方法
	 （イ）	 金利リスク・ヘッジ
		  金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方

法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告
第24号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効
性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、
ヘッジ対象となる貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取引を
一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しており
ます。

		  なお、一部の資産については、金利スワップの特例処理を行っ
ております。

	 （ロ）	 為替変動リスク・ヘッジ
			  外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッ

ジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関
する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監
査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。

			  ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の
為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替
スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭
債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在す
ることを確認することによりヘッジの有効性を評価しておりま
す。

			  また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクを
ヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄
を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以
上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時
価ヘッジを適用しております。

９.	 その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	 ⑴		 退職給付に係る会計処理
				   退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の

会計処理の方法は、中間連結財務諸表におけるこれらの会計処理の
方法と異なっております。
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	 ⑵		 消費税等の会計処理
				   消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、

税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除対象
外消費税等は当中間会計期間の費用に計上しております。

（会計方針の変更）
  「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月
17日。以下、「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月
17日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第
35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて
当中間会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見
直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基
準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債
券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法
から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単
一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に
定める経過的な取扱いに従って、当中間会計期間の期首において、退職
給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加
減しております。
　この結果、当中間会計期間の期首の退職給付引当金が1,080百万円減
少し、繰越利益剰余金が698百万円増加しております。また、当中間会
計期間の経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ８百万円増加してお
ります。
　なお、当中間会計期間の期首の１株当たり純資産額が４円18銭増加
し、１株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額はそれぞれ３銭増加しております。

(中間貸借対照表関係)
１.	 関係会社の株式又は出資金の総額
		  株　式	 113百万円
		  出資金	 827百万円
２.	 貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりでありま
す。

		  破綻先債権額	 1,767百万円
		  延滞債権額	 31,113百万円
		  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見
込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を
行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、
法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている
貸出金であります。

		  また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３.	 貸出金のうち３カ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
		  ３カ月以上延滞債権額	 ―百万円
		  なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払
日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

４.	 貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
		  貸出条件緩和債権額	 5,470百万円
		  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

５.	 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩
和債権額の合計額は次のとおりであります。

		  合計額	 38,350百万円
		  なお、上記2.から5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

６.	 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計
上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告
第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受
け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という
方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は次
のとおりであります。
	 			   8,423百万円
７.	 担保に供している資産は次のとおりであります。
		  担保に供している資産
				    有価証券	 17,082百万円
		  担保資産に対応する債務
				    預金	 2,771百万円
				    債券貸借取引受入担保金	 14,653百万円
		  上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物
取引証拠金等の代用として、次のものを差し入れております。
		  有価証券	 88,141百万円
		  また、その他の資産には、保証金が含まれておりますが、その金額
は次のとおりであります。
		  保証金	 1,187百万円
８.	 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客
からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につ
いて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりで
あります。
		  融資未実行残高	 487,802百万円
		  　�うち原契約期間が１年以内のもの	 486,734百万円
			  （又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）
		  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシ
ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く
には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき
は、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を
することができる旨の条項が付けられております。また、契約時にお
いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後
も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況
等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ
ております。

９.	 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が
付された劣後特約付借入金が含まれております。

		  劣後特約付借入金	 15,000百万円
10.	 有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条
第３項）による社債に対する当行の保証債務の額	 960百万円

（中間損益計算書関係）
１.	 その他経常収益には、次のものを含んでおります。
		  貸倒引当金戻入益	 396百万円
２.	 減価償却実施額は次のとおりであります。
		  有形固定資産	 355百万円
		  無形固定資産	 574百万円

（有価証券関係）
　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会
社株式の中間貸借対照表計上額

（単位：百万円）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）
子会社株式 112
関連会社株式 1
投資事業組合出資金 827
合　計 940

（注）	� 子会社株式及び関連会社株式等については、市場価格がなく、時価
を把握することが極めて困難と認められるものであります。

（重要な後発事象）
　該当事項はありません。
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■主要な経営指標等の推移

（注）1.	 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
	 2.	 従業員数は、嘱託、臨時従業員及び出向者を含んでおりません。
	 3.	 平均臨時従業員数は、当行の所定労働時間に換算し算出しております。
	 4.	 信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載しております。
	 5.�	 単体自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用

しております。なお、平成26年３月期より、バーゼルⅢベースで算出しております。

（注）当行は、自己株式として4,463千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.60％）を所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

（単位：百万円）

第84期中間期
（平成24年9月）

第85期中間期
（平成25年9月）

第86期中間期
（平成26年9月）

第84期
（平成25年3月）

第85期
（平成26年3月）

経常収益 20,868 22,277 20,479 41,833 42,000

うち信託報酬 1 1 1 3 3

経常利益 796 5,096 4,320 5,576 7,449

中間純利益 81 3,360 3,126 ― ―

当期純利益 ― ― ― 2,182 4,954

資本金
（発行済株式総数）

16,062
（171,359千株）

16,062
（171,359千株）

16,062
（171,359千株）

16,062
（171,359千株）

16,062
（171,359千株）

純資産額 92,590 99,901 104,824 98,291 101,092

総資産額 2,063,093 2,150,522 2,207,814 2,124,515 2,222,830

預金残高 1,872,833 1,933,174 1,983,003 1,960,274 2,018,784

貸出金残高 1,236,491 1,245,341 1,311,430 1,245,846 1,288,715

有価証券残高 606,544 647,758 645,842 598,821 634,219

1株当たり配当額 3.00円 3.00円 3.00円 6.00円 7.00円

従業員数
［外、平均臨時従業員数］

1,426人
［349］

1,421人
［345］

1,433人
［343］

1,394人
［349］

1,395人
［344］

信託財産額 685 684 685 686 686

信託勘定貸出金残高 ― ― ― — ―

信託勘定有価証券残高 ― ― ― — ―

単体自己資本比率（国内基準）（バーゼルⅡ） 11.06％ 11.25％ ― 11.02％ ―

単体自己資本比率（国内基準）（バーゼルⅢ） — — 10.48％ — 10.55％

■大株主一覧
（平成26年9月30日現在）

氏名又は名称 所有株式数 発行済株式総数に対
する所有株式数の割合

明治安田生命保険相互会社 7,969千株 4.65％
佐賀銀行行員持株会 6,730 3.92
株式会社十八銀行 5,223 3.04
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 4,267 2.49
日本生命保険相互会社 4,085 2.38
株式会社肥後銀行 3,479 2.03
株式会社みずほ銀行 3,382 1.97
株式会社福岡銀行 3,075 1.79
CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 
(常任代理人 シティバンク銀行株式会社) 2,985 1.74
住友生命保険相互会社 2,813 1.64

計 44,009 25.68
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